第１５回教育委員会（定）
開会日時　　平成２４年　　８月　２９日（水）　　　午後　　３時００分
閉会日時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後　　５時５０分
開会場所　　教育委員会室

出席者
　　委員　　別　府　明　雄

　　委員　　今　井　英　彦

　　委　　　　　員　　谷　田　　　泰

　　委員　　本　山　千惠子

　　委員　　北　川　容　子

出席事務局職員

　　庶務課長　　小　池　喜美子　　　　学務課長　　森下真博
　　生涯学習課長　　中島　実　　　　指導室長　　矢部　崇
　　新しい学校づくり担当課長　　田中光輝　　　　学校地域連携担当課長　　大澤宣仁
　　中央図書館長　　代田　治
署名委員
　　　　　　　　　　委員長

　　　　　　　　　　委　員
午後　　３時００分　開会

委員長　　本日は５名の委員の出席を得ましたので、委員会は成立いたしました。

　ただいまから、平成２４年第１５回教育委員会定例会を開催いたします。

　本日の会議に出席する職員ですが、寺西次長は区長懇談会のため欠席されております。小池庶務課長、森下学務課長、中島生涯学習課長、矢部指導室長、田中新しい学校づくり担当課長、大澤学校地域連携担当課長、代田中央図書館長の、以上７名でございます。

　本日の会議録署名委員は、会議規則第２９条により谷田委員にお願いいたします。

　本日の委員会は８名から傍聴申し出がなされており、会議規則第３０条により許可しましたので、お知らせいたします。

　それでは、議事に入ります。
○議事
日程第一　議案第１５号　平成２５年度区立小・中学校使用教科書の採択について
（指導室）

委員長　　日程第一　議案第１５号「平成２５年度区立小・中学校使用教科書の採択について」、指導室長から説明願います。
指導室長　　議案第１５号「平成２５年度区立小・中学校使用教科書の採択について」上記の議案を提出させていただきます。

　平成２４年８月２９日

　提出者　板橋区教育委員会教育長　北川容子
　平成２５年度区立小・中学校使用教科書の採択について

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２３条１項６号により、平成２５年度区立小・中学校使用教科書の採択について、下記のとおり提案する。
記

　１　採択事項

　（１）平成２５年度区立小学校使用教科書
　（２）平成２５年度区立中学校使用教科書

　（３）特別支援学級使用教科書（一般図書）

　２　採択期限

　　平成２４年８月３１日、についてでございます。

　資料にあります、まず１枚目の「平成２５年使用教科書（小学校用）採択一覧（案）」というのをご覧いただきたいと思っております。

　小学校の使用教科書につきましては、４年に一度の採択というふうになっております。小学校の採択については、平成２２年度に採択しまして平成２３年度から平成２６年度までは同一の教科書の使用ということになっております。

　これについては、義務教育諸学校の教科用図書の無償処置に関する法律に基づいて採択していただいております。これについては、今回、採択がえということはございません。
　次に、２枚目の資料、「中学校用の採択一覧」でございます。

　中学校用の教科書につきましても、平成２３年度に採択いたしまして、４年間使いますので、平成２４年度から平成２７年度まで同じ教科書を使用いたします。中学校用の教科書につきましても、今回、採択がえというのはございません。

　１枚おめくりいただきまして、特別支援学校用の一般図書、いわゆる「９条本」と言われている本でございますが、これにつきまして毎年度、異なる図書を採択して、特別支援学級の子供たちに使わせることができますので、これについての採択となります。

　この採択につきましては、東京都教育委員会が発行しています「平成２５年度使用特別支援教育教科書調査研究資料」並びに文部科学省の初等・中等教育局が発行しています「平成２５年使用の一般図書一覧」を平成２５年度特別支援学級設置予定の小・中学校にこの資料を配付しまして、各小・中学校で、児童・生徒の発達の段階に応じて個々に平成２５年度使用特別支援学級用教科書を選定しまして、指導室に報告いただいたものであります。

　平成２５年度に使用する教科書採択一覧（案）でございますけれども、各学校から指導室に報告いただいた教科書のうち、９条本（一般図書）についてまとめたものであります。国語から始まりまして、書写、社会、算数と、教科の順に並んでおります。

　小学校用としては国語が２２種類、以下、続きまして、合計で、小学校用につきましては１７６種類の使用教科書の申請がなされました。
　また、中学校用については同様でございますけれども、国語から始まりまして、書写、社会科、数学、理科と続いていきますが、７１種類の、学校からの選択がありました。

　このことについて、本日、ご審議いただきたいというふうに思っております。

　なお、特別支援学級においては、この一般図書のほかに文部科学省の著作本というのがございまして、それも教科書として使用することができることになっております。以上でございます。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。
教育長　　中学校が平成２３年度に採択して、今年度から新しい学習指導要領に従って教科書も大分変わってきているんですけれども、特にその中で発行者が今までと違う教科書を選んでいるものがありましたが、その辺で、学校の教員の方の混乱なく、指導についても無事に進んでいます。

　授業参観させてもらっているのですけれども、先生方がそのための準備をかなり頑張っている様子が見えます。

指導室長　　教科書が変わるということで、昨年度から、どんな教科書になるのかというのを、全体を見ることと、それから、そういう教科書になった時点で教員も手にするものですから、そこからどのように指導していくかという教材研究を一生懸命しながら、今年度は取り組んでいるという状況であります。大きな混乱というのは、学校からは聞いておりません。

委員長　　小学校の教科書が、一昨年ですけれども、光村から教育出版に変わって、色々先生方にお聞きすると「よかった」と言う先生と、「前の方がよかった」と言う先生と色々といらっしゃいましたけれども、特に正式に申し出ているところはないでしょうか。

指導室長　　はい。

委員長　　ほかにご意見はございますでしょうか。

　なければ、お諮りいたします。日程第一　議案第１５号「平成２５年度小・中学校使用教科書の採択について」、原案のとおり決定することにご異議ございませんか。

（異議なし）

委員長　　では、そのように決定します。

○議事

日程第二　議案第１６号　大山小学校の適正配置に関する進め方について

（新しい学校づくり担当課）

委員長　　日程第二　議案第１６号「大山小学校の適正配置に関する進め方について」、新しい学校づくり担当課長から説明願います。
新しい学校づくり担当課長　　それでは、議案第１６号「大山小学校の適正配置に関する進め方」につきまして、ご説明いたします。
　提案理由でございますけれども、８月１６日に大山小学校教育環境協議意見書を受理したため、大山小学校の適正配置に関します今後の進め方について決定する必要があることによるものでございます。

　前回、７月２７日の教育委員会におきましては、協議会の意見集約がされた状況を報告させていただきました。その際は、教育環境の面で課題が大きいところではあるけれども、協議会にて集約された意見を尊重し、平成２５年度は学校を存続して入学児童数を見極めるという、協議会におけるＡ案を受けとめることが確認されたところではございますけれども、先ほどの提案理由にありますとおり意見書の提出がありましたので、本日はお諮りしたいと考えております。

　協議会の意見書につきましては、資料の２ページに写しを添付してございます。

　意見書の内容ですけれども、本文のなお書きの部分につきましては、多くの協議会の委員から、学校選択制が大山小学校の小規模化の原因であり、制度の見直しが必要であるといったような意見が出されております。学校選択制について早急な検討をお願いいたしますというようなこともございます。

　意見の集約事項につきましては記書きのとおりでございますが、この部分を読み上げたいと思います。
　１、大山小学校の今後の進め方（協議会における「Ａ案」）。
　大山小学校の保護者、町会、同窓会などの地域住民と学校による教育環境を維持するための努力を見守り、平成２５年度の通常学級の新入学児童数を見極めて判断する。

　２、その他。
　大山小学校の平成２５年度新入学児童数、学校案内等の情報については、それぞれの時点で協議会メンバーにお知らせください。というものでございます。

　今後の進め方につきまして今日はお諮りしたいと思いますが、大山小学校教育環境協議会意見書を尊重し、平成２５年度の通常学級の児童数を見極めて判断することを趣旨とする、協議会におけるＡ案としたいと思います。
　なお、大山小学校の平成２５年度新入学児童数、学校案内等の情報につきましては、協議会委員に、適宜、情報提供してまいります。

　以上でございます。
　具体的な部分についてですけれども、平成２５年度入学児童数が２０人程度以上であれば存続し、２０程度未満の場合は平成２６年３月に閉校いたします。

　今後の予定につきましても、合わせて説明させていただきます。

　９月４日に保護者説明会を開催いたしまして、協議会の協議の結果等につきまして説明いたしたいと思います。

　平成２５年度の新入学に関します選択希望票の締め切り日が１０月１９日となっておりますので、それ以降に人数を見極めまして、教育委員会としての方向性を決定し、協議会委員の方にお集まりいただいて方針をお伝えする予定でございます。

　なお、大山小学校の在校生への平成２５年度の転校に関します意向調査につきましては、資料「新―１」の裏面では「１０月下旬」と記載してございますけれども、方針決定がそれほど遅くならないと思いますので、方針決定後に行うなど、学校とも調整しながら、時期について検討してまいりたいと思います。

　説明は以上です。ご審議よろしくお願いいたします。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

教育長　　補足説明をさせていただきたいと思います。
　ここの「新―１」の資料のところにも「協議会の意見集約」ということで出ているとおり、「協議会として方針を出すとすればＡ案という判断をせざるを得ず、これを協議会の方針とする。学校選択制についての早急な検討をしてほしい」ということで、前回もお話をしましたとおり、第６回の協議会については、かなり厳しい意見が出されました。

　ただ、私としては、教育委員会の意見として、できるだけ早く、本当に過小規模になった学校については解消した方が子供たちの教育環境を守るためにいいのではないかというところで、Ｂ案でいけないかという提案を最後にしたんですけれども、この協議会の中で決められないと、教育委員会がＢ案を通してしまうので、やむを得ずＡ案に決めましょうというようなご意見でした。

　そこで２０名程度ということだとか、平成２６年３月末で２０人以上いなければ廃校にするということに関しては反対するご意見も出たんですけれども、それを否定するというところまでは至っていないんです。

　それで、皆さんのお手元に「新入学に関する案内」という、小・中学校の来年度の新入学生徒にお渡しする冊子がありますが。これはかなり前の教育委員会でも、今年度変更しますということで、特に小学校については学校選択制の色をかなり薄めて、できるだけ学区域の学校を選んでもらうようなシステムにしようということも含めて、小学校についてはかなり変更した内容になっております。
　ここの中で、大山小学校に対して協議会でも質問が出たんですけれども、どういう表示にするのか、どういう書き方にするのかというご質問があって、審議会で出されていた「おおむね２０名」ということと、２０名程度集まらなければＡ案ということで、平成２６年３月をもって閉校にする予定というようなことを文章としてここに書いてあります。「７月２７日作成」と書いてありますけれども、３１ページ。

　実は、今回の地元の皆さん、協議会の皆さんから出てきた意見書の中には、その辺のところが、ここまではっきり書いていない内容になっているものですから、それを今の時点で、１０月１９日に向けて地域の方で、かなり学校に入ってくださいという宣伝をして集めなければいけないときに、こういう３１ページのような記載を書かれてしまうと水を差すものではないかということで、終わった後にかなりご意見をいただきました。先日の文教児童委員会の中でも、これは書き過ぎではないかということでかなりご意見をいただいて、少し紛糾いたしました。

　ただ、協議会の中でも、どういう表記をしますかという質問があったときには、たしか、協議会の中で話した内容については、きちんとお答えせざるを得ませんということでお答えしていますので、「どのぐらいの規模なのですか」と言われたときには２０人程度ということをお答えしなければいけませんし、「集まらない場合はどうするのですか」といったときには閉校の話も含めてせざるを得ないところですので、この表記は、きついと言われれば、確かに地元の方にとってはそうかもしれませんけれども、私どもは、やむを得ないものだったのかなというふうに考えているところです。

　少なくとも２０名程度集まればいいのですけれども、それにしても２年生と３年生の複式学級は継続していきますので、何とかそれを解消する努力もしていかなければいけないというのが１つあります。

　それから、２０名程度集まらなければ、本当に、一刻も早く子供たちが１年ちょっとの期間で次の新しい学校へ円滑に移れるように、ＰＴＡを含めて受け手の側の皆さんにもきちんと理解していただいて、ソフトランディングをして交流活動をできるように配慮していかなければいけないと思います。１０月半ばで大体数が出てまいりますので、その時点では、きちんと方針を、もう一度、教育委員会の方で定めて、交流計画なども含めた統廃合計画を、もし集まらなければですけれども、つくってまた皆さんにお示しして準備していただくということになると考えています。

本山委員　　ただいまの２０人という数字を、保護者の方は大分気にされていらっしゃるようで、昨日も数名の方がうちまで来てくださって、お話を伺ったんですけれども、今、教育長が言われたように、この２０人の数字というのは、もう６月５日の段階でお示ししてあるんです。それで、やむを得ないだろうと思います。
　協議会は学校選択制のことをもう一回見直しをしてほしいというご意見なんですけれども、この学校選択制に関しても、一昨年ですか、答申と基本計画が出たばかりですよね。

　そもそもこの協議委員の方たちを委嘱したときに、適正規模・適正配置に関する基本方針の中では「協議会のメンバーが協議会設立の趣旨を理解し、客観的な視点を共有した上で議論し、合意形成を図る必要があります」となっているんですけれども、この学校選択制は存続するんだという共通理解が、もしかしたら、この協議会発足の時点でできていなかったのではないかと思われるんです。

　私は、前の教育委員会でも、この適正規模・適正配置に関する基本方針と学校選択制に関する答申と基本方針を、協議会委員の方にはお示ししてあるんですかとお聞きしましたけれども、協議会委員の方は、これが示されていないというふうにおっしゃっていますし、理解されていないですね。
　だから、そもそもの共通理解のところでずれがあったというか。学校選択制のところまではさかのぼれない。一部の保護者は学校選択制を廃止してもらって大山小学校の学区域を限定して、その学区域の児童は全員大山小学校に入学させてくれればこういうことにはならないというご意見をお持ちだったと思うのですけれども、一昨年、学校選択制を堅持するというふうに答申が出ておりますから、そもそもそういうふうにはさかのぼれないという。

　小学校の場合には隣接校に限るというようになりましたけれども、大山小学校の学区域の方に教育委員会が大山小学校に行ってくださいというふうには言えない状況なんですよね。
　だから、この学校選択制の見直しに一縷の望みを託されたみたいなところがあるんですけれども、教育委員会としても２年や３年で見直しできません。学校選択制の審議は何だったんだということになりますから。パブリックコメントも取って、学校選択制を堅持するという方針を立てたばかりですので。

教育長　　学校選択制について、私は昨日もＰＴＡのＯＢの方と話をしてきたんですけれども、大山小学校の地域の方も含めて、学校の児童・生徒数が減っている主な原因は学校選択制にある、学校選択制を取ったために地域と学校とのつながりが薄れていると考えていらっしゃる方が本当に実はまだ多いんです。
　板橋の場合は、あくまでも学区域を残して、あなたの学区域はここですよということで選択制を引いて、しかも、今年から小学校は近隣選択制にしています。それでも、選択制が元凶だという認識が本当に払拭できていないというのは、お話をするたびに感じるところなんです。

　本山委員がおっしゃったように、一昨年ですか、選択制の検証検討会を開いて、保護者のアンケートを採りました。選択制そのものは非常に評価をされていて、選択制そのものをやめるということは、その状況から考えて難しいということで、かなり地域を絞ったんです。

　それでも実際に通っているのは、余り遠いところへ通うより、近くに学校があるという状況ですので、通える範囲の学校に通っているという状況が、近隣選択制にしても後の状況は余り変わってないです。

　それでも、やはり昨年の東日本大震災以降、地域とのつながりを、地域の中の学校という役割をもっと明確にする必要があるのではないかという意見もありまして、確かにそう思います。

　そういうことから考えると、もう少し学校選択制の内容を詰めて、基本的に選択制をやめられないとしても、あなたはここの学校が学区域ですよという色をも少しきちんと出せるような選択制の内容変更が必要かなというふうに考えています。

　ただ、この前の議会の中でも、学校選択をするときの条件をもっと絞ったらどうかというようなご意見を言ってくださる議員さんもいたりしますので、そういうことも含めて考えることが必要かなというふうに思っています。

　ただ、そういうことをやったとしても、平成１０年に文部科学省、国の方が指定校制度の弾力的な運用というのをしましたので、この制度がある限りは、学区域の学校に必ず行かなければいけないということは守れないのです。

　ある意味で選択制をそこで取ってしまったということですので、できるだけ自分の学校を選べるような、選んでもらえるような制度に少し変えていきたいというふうには考えています。前回もお願いしましたけれども、少しその辺の論議も、今後、教育委員会の中でしていきたいと考えているところです。
　そうでないと、なかなか地域の方に対して理解いただけないなという。地域の方も巻き込んで検討会はやったんですけれども、まだ理解をしていただいていないと思っていますので、少しその辺の検討はしていきたいというふうに私は考えています。
本山委員　　いずれにしても、近隣の学校であれば選べるという状況で今回募集をかけますので。

　そういう状況なんだということ、協議会発足のときにこの共通理解がもうちょっとなされていたら、今、すごく、２０人という、先ほどの３１ページに書き込まれたことに違和感を覚えている保護者の方も多いようですので、そういうことが防げたかなという気はいたしています。
　この基本方針は、今からでも遅くないのではないですか。平成２４年４月１３日に案として出されて、この後、このまま基本方針で出たと思うのですけれども、板橋区立小・中学校の適正配置に関する基本方針と、選択制の基本方針を、もう一回協議会の委員さんに全部コピーというか、お渡しして。

新しい学校づくり担当課長　　適正配置に関する基本方針につきましては、協議会の方では、第３回のときに全委員さんに配付させていただきました。

　それまでは、一つ一つの考え方のところで、特に前回の１３年度答申と今回の違いであるとかというのは、機を捉えてお話をさせてはいただいておりました。基本方針につきましては第３回のところで。

本山委員　　学校選択制に関しては。

新しい学校づくり担当課長　　学校選択制に関しましては、委員がおっしゃるように、協議会設置前の意見交換会から、それこそ最後の協議会のところまで一貫して学校選択制のあり方についてのご意見というのはいただいていたところは事実でございます。

　その都度というのでしょうか、平成９年、平成１０年の通学区域の弾力化のお話から、一昨年までの検証検討の話を重ねてしてきたところですけれども、共通の理解というところまでは至らなかったのかなとは思っています。

　検証検討のところも、その経過というのでしょうか、資料があると思いますので、もし必要があれば学務課の方に取り寄せて、出してもらって。

教育長　　その辺は、協議会の中でしっかりお話はしていると思います。

本山委員　　お話はしているというふうに伺っていたんですけれども、この基本方針と学校選択制に関する基本方針と両方、文書でしっかりと協議委員さんにお渡しした方がいいのではないかと思いました。
　意見書を出された後なんですけれども、後追いになるにしても、教育委員会としては、そういう答申を踏まえて、基本計画を尊重して事務局としては歩んでいたというのが、今からでも分かっていただけるのではないかという気はいたします。

学務課長　　この後の協議会がどういうふうになるか私もはっきり聞いていませんが、必要があれば、そういった情報提供はしていって、少しでも誤解というか、色んな問題が解消されるのなら、そういった方法もあるのかと思いますので、実際に協議会運営をしているところと相談して、検討させていただければと思います。

本山委員　　ぜひ、お願いしたいと思います。
谷田委員　　私は、昨日、自宅に帰るのが遅かったのですが、、多分、うちにも来ていただいています。

　資料だけはいただいて、ざっと拝見させていただいたのですけれども、進め方に問題があったのではないかみたいなニュアンスで受け取ったんですけれども、そのあたりで皆さんはお話もされたと聞いているので、ここで確認しておくことがあったら教えていただきたいというのが１つ。

　もう１つは、どうしてもこういう議論になると、どこまでだったら頑張ってもらえるとかという話になるんですけれども、あくまで審議会で出ている教育上望ましい規模というのは、小学校だったら１２から１８学級なんですよね。
　我々としては、そこにどうやって近づけていくかとか、例えば、今、板橋区内の小学校・中学校では何％適正の規模になっているのかとか、そういう視点も私はすごく大事だというふうに思っています。

　２つ目は意見なので。最初のところで、もし何か皆さんからあれば。特にずれが。

今井委員　　教育長がおっしゃった点、要するにＡ案ということに関しては、Ａ、Ｂ、２つの中でＢに流れるよりはＡ。Ａということで、Ａに記してあった２０名とか、もう１年という、年限についてそこは、協議会の中ではＡ案そのものを全面的に賛同しているわけではなくて、内容についての色々な意見が出る中で、二者択一みたいな形になってＡ案になったと。

　それが、新入学に関するご案内にそのまま、２０名とか、平成２６年３月とか、そういうふうなのが出てしまったということが大きな問題だったのかなと思います。
　それに関してはすごくよく分かるんですが、田中課長を初め、担当課としては、その一方で、委員会でもっと逆に強烈で過激な発言が出ている中で、すごく板挟み的な面でそういう文章表現になっただろうというのはすごくよく分かるし、お気の毒だという思いはします。
　まず、２０名に関しては、渡部先生や坂東先生がおまとめいただいた答申で、望ましい学級の下限が２０とばしっと出ていますし、それから平成２６年３月ということに関しては、前回の１０年前の答申に比べて、何名を切ったらすぐ廃校に向けて手を打つんだといったようなトーンから、随分、時間的猶予はできているような形にはなっているんですが、教育長の表現では「過小規模」、答申では、例えば複式学級みたいな事態には、早急に対応しなければいけないという要請が、非常に速やかに何とかしろというような教育委員会への宿題が明記されているので、そういう面では、２０名とか何年何月というのを書くということは仕方ないかなと思います。

　大山小学校の保護者の方の気持ち、本当に「何だ、これは」というのは当然だと思うのですが、学校を設置管理していく教育委員会としては仕方のないことかなという気がします。

　話題になっている学校選択制も、それが原因ということでその見直しをというのは本当にお気持ちとして分かるんですが、学校選択制も、十数年前からの議論の流れで言えば、まず文部科学省がやろうと言ったわけでは決してなくて、例のよりよい学校にしていこうというときに当時でできた方策の、先進主要各国が取ってきた政策のＯＥＣＤの研究の機関、研究の委員会みたいなものから出てきたところから始まった、選ばれるような学校をつくれば学校はよくなるといったような当時の信念。

　それと、新しい人権的な自己選択決定権みたいなものがすり合わさって、文部科学省も弾力化ということを言い出し、板橋も従ってきたという経緯ですが、それ自体、多分、選択をする幅を多かれ少なかれ残すということは、時代の流れからして仕方がないのかなと。
　ただ一方で、当時の、学校の特色を出して、それによって選ばれる学校をつくる、では、その「特色をつくろう」という特色が目的化するような一時あった動きというのは、私は大反対なので、そういうところが復活してほしくはないんですが、その選択をするということ自体を完全になくすというのは、多分、無理だろう。

　そうすると、そのポイントというのは、「選択制」という名前をつける前からの「指定校変更制度」と何ら本質的に変わらないわけで、色んな条件をつけるにしろ何にしろ、そういう権利が親の側にあるんだということを前提とした地域づくり、社会づくりという観点から、例えば毎回抽選が行われるような学校の近隣の町会とか商店街の方々が、「住んでいなくていいよ。ここに通ってくれる子は全部こちらの地域の子だよ」みたいなことをおっしゃってくださっているといったような感じが広まっていくというのが、それに対して、そういう気運を高めていくような方策が必要な段階かなという気がしています。
　いずれにしても、議論は必要かなという気がします。

委員長　　大山小学校が小規模になったのは選択制のというご意見もあるんですけれども、それ以前に、この地区の児童数が少なくなってしまっているにもかかわらず、学校の数は依然として以前のままであるというのが一番大きな原因であると思っております。
　ですから、必ずしも選択制が悪いわけではないというふうに思っておりますし、逆に、選択制によって大山小学校に来られている方もいるわけなので、選択制そのものを原因とすることはできないのではないかなというふうに思っております。
　教育長の方から、さっき学校と地域とが離れているようなお話があったんですけれども、例えば、それは言いかえると、児童と町会との関係みたいな考え方で見ると、確かに町会に属している児童は昔に比べると全然減っているように思います。

　私のところで見れば、かなり減っておりまして、それはなぜかというと、マンションとか大規模なアパートの人は町会に入っていない。だから、町会とそこの児童との関係はなくなっているので、どうしても児童と町会という関係でいくと薄れていく。

　マンションはマンションで自治会をつくっていたりしますと、特にそこでは児童は別々になってしまいますから、何となく離れているという感じになっているのではないかと思います。

　今回の意見書を拝見いたしまして、若干、疑問の部分があって、ここの「別紙のとおり」という、ここでいう「別紙」というのは、この協議会ニュースのことを言っているのですか。

新しい学校づくり担当課長　　そうです。

委員長　　それが若干分からないのです。ここは別紙ときちんとついてくるのべきで、それがまず１点あったのと、ここで記書きに「大山小学校の今後の進め方、協議会におけるＡ案」と書きながら、そのＡ案が何かというのがどこにも記されていないので。それが、例えば別紙でついていればもっとはっきりすると思うのですけれども、それが書いてないから色々行き違いがあったのではないかという気がいたします。

　そして、ここにまた「地域住民と学校による教育環境を維持するため」とありますけれども、この教育環境というのは何を言っているのか。現在の教育環境なのか、小規模でない普通規模の教育環境のことだと思うのですけれども、ただ「教育環境を維持するため」というと、何となく現在の教育環境を維持するのもあるかなという誤解を招きやすいかなという文面かと思います。

　「するための努力を見守り」なんですけれども、ただ「努力」と言われると何をするか分からない。具体的にどういうことをするんだということが、ある程度明記されないと、実際にそれがなされるかどうかというのが結果として出てこないのではないかという気がいたしました。

　それと、戻ってしまうのですけれども、もともと私としては、いわゆるＢ案の方でいった方が、現在いる過小規模の授業を受けておられるお子さんたちを早く普通の学級に慣らしてもらうためには今年度末で統合するのがいいというのがもともとの意見ですけれども、協議会の方でＡ案でいくというご意見であれば、それに従わざるを得ないんですけれども、内心はＢ案の方がいいと思っております。

　要するに、Ａ案でいったとして、仮に２０人以上新入生があったとしても、２年生、３年生の複式学級は直りませんし、そこに、例えば２年生、３年生に対しても児童数が増えるという案があればそれはそれでいいと思うのですけれども、それがない限りは、２０人の新入生があっても、またそこで検討しなければいけないのではないかという気はいたしております。

　さらに戻って言えば、協議会の一番最初の時点で、教育問題の課題について検討するというお話だったと思うのですけれども、そのときの課題が何であるかというのが、十分に話し合われていたのかどうか若干疑問に思っておりまして、過小規模になっていることが問題であるということが何となく抜けていたのではないかという。

　要するに、過小規模を改善するのが目的であれば現在の現状のままで存続という案は出てこないと思いますし、保護者の方は存続したいというご意見があると思いますけれども、協議会としてはそういう案は出てこないと思いますし、具体的に過小規模を改善する何らかの案があればよかったのですけれども。ただ、実際問題としては、なかなか統廃合以外には難しいというのもあると思います。
　こういうのが学校として認められるかどうか分からないのですけれども、例えば第十小学校の分校みたいな形である期間はやるとか、もっと極端には、第十小学校を吸収してしまえば大山小学校という物理的なものは残るんですけれども、絶対相手方が賛成しませんから成り立たないと思いますし、色々考えていくと、やっぱり統合しかないかなというのがありました。

　色んなご意見を持っておられる方があれば、もっといい意見も出てきたかとは思うのですけれども、ただ、結論としてはＡ案ということになりましたので、それでいかざるを得ないとは思っておりますけれども、できるだけ早く実際の行動に移らないと、一番影響を受けているのは児童の皆さんだと思いますから、長々と会議を引っ張っているのはよくないというふうには思っております。
本山委員　　今の統合なんですけれども、保護者の方は廃校というふうに受け取っておられました。

　廃校というふうに受け取っておられたのと、それから、この協議会を発足したときの共通理解の中で、私は過小規模になっている状況、いわゆる過小規模を解消するソフトの方を考えていたと思うのです。

　だけれども、保護者の方はハードの面、大山小学校という校舎を存続させるということにこだわっていらっしゃるんだなというのを昨日感じました。そこのところでもちょっとしたずれがあって、大山小学校のあの建物とあの校舎は素晴らしいのに、なぜ残せないんだという。

　大山小学校の卒業生名簿とか大山小学校の歴史は第十小学校に残っていくんですけれども、そのことを余り理解されていないのではないかと思いました。廃校になってしまったら大山小学校の歴史からなくなってしまうみたいに受け取っていらっしゃるのかなという気がいたしましたけれども。

　今、委員長がおっしゃったように、もう過小規模。もう過ぎてしまっているんですよね。余りにも小規模になってしまっているものをどうしようかという話し合いだったんだけれども、でも、大山小学校を存続させるか統合させるか、廃校というふうに受け取っている方が多かったんですけれども、協議する視点が微妙に最初からずれていたような気がいたしました。

　この２０名という数字を載せるのも、私もやむを得ないと思います。谷田委員がおっしゃったように、理想的には２０人ではないんですよ。２０人の複数学級ですから、最低は４０人なんですよね。

　それでも、委員長がおっしゃったように、２年生以上にはずっと問題が残る、過小規模が残るわけですから、私も今年度、平成２４年度いっぱいで統合するという意見は持っていましたけれども、この協議会の協議を尊重して平成２５年度も存続やむなしと思います。
新しい学校づくり担当課長　　まず、いわゆる大山小学校の校舎を残すというようなお話もあったんですけれども、協議会の委員さんの中では、例えば地域、町を考えれば、この場所に学校がなくなるということで町が引き裂かれてしまうとか、そういうお話もございました。

　そういったことを受けてか、要は、大山小学校の場所にほかの学校を逆に統合させて、敷地の広さとか学校の広さを考えれば、そういう手法もないのかというような、確かにご意見としてはございましたけれども。
　それから、当初の協議会での課題の確認であったり、認識の統一というお話を幾つか今ちょうだいしたわけなんですけれども、協議会を立ち上げた初期の段階では、相当、大山小学校の現状と将来予測、それから周辺学校との関係性というようなところに時間を割いてきたようなところもございます。
　教育環境を整えるといったときに、学校の規模というのが大きな要素でありまして、小規模化が余りにも進むと、例えば学校の努力、あるいは地域の方のご協力、そういったものをいただいても解消できない、乗り切れないようなデメリットというものがどんどん出てくるというふうに考えておりまして、そのような考え方につきましては協議会の中でもお話をさせていただきました。

　協議会のところでもそうですけれども、その後のやり取りの中でも、事務局としてデメリットばかりを示しているのではないかというようなご意見もいただいてはいたんですけれども、過小な規模となってしまい、周辺の学校との児童数の関連性を検証してみる中では、なかなか規模の早急な回復というのが難しいというふうに考えており、来るであろう課題についてお話をさせていただく機会は多くなったのは事実でございます。
教育長　　今回の審議会で適正配置の答申が出て、その後、教育委員会として小・中学校の適正配置に関する基本方針を立てました。

　基本的に言えば、始めに、本当に少なくなりそうな状況が出てきた学校にはできるだけ早く情報を提供して、地域や学校の皆さんと教育委員会とで情報を共有して、それをもとに検討する必要がある学校については学校、地域の公表を教育委員会がして、それから協議会をつくって論議をしてという方向性を基本方針の中で示しているのです。
　けれども、今回の大山小学校に関しては、こういう基本方針ができる前から、既にそんな状況が出ていましたので、それが本当に後手に出て、後手にやらざるを得なかったというところは本当に反省しています。既に中間まとめが出た段階で皆さんに情報提供して、始めたんですけれども、地域の皆さんからは本当に時間がない、そんなに緊急にできるのかという大変厳しいご意見をいただいたのは事実で、それは確かなことだというふうに思っています。
　ただ、今まで皆さんからも出ていますように、子供たちの教育の状況ということを考えたときには、後手に出てしまって本当に申しわけなかったですけれども、このまま保持しておくことはできないということで、基本方針とは違うやり方で協議会を進めてまいりました。

　それについて、もともとＣ案ができないかという意見が随分出ていて、今のままの学校を残せないかという方針をなぜ出せないのかということを言われましたけれども、それは教育委員会としては、このまま過小規模で残すということは教育的見地から考えてどうしてもできないということでお断りし、小規模特認校みたいな小さい状態で残すのは地域の方も望んでいないという意見が、これは協議会の中でも、はっきり地域から出されてきた意見だったものですから、Ｃ案というのは出さないでＡ案、Ｂ案で論議しました。
　私も、Ｂ案でという、今年度中で統廃合という提案をしたんですけれども、第６回の協議会の中で、保護者代表の委員の方から、大山小学校というのは本当に色んな支援を必要とする子供たちが、特別支援学級だけではなくてたくさん入っている状況の中で、親もなかなか納得できないときに、子供たちに、ほかの学校へ移るんだということを本当に納得してもらうためには少し時間が欲しいという意見がありまして、そういうことであれば、交流教育を一生懸命やるといっても２学期、３学期という短い時間ですので、それよりはもうちょっと時間があった方がいいんだという判断をさせていただいたので、協議会のＡ案というところを受け入れざるを得ないだろうというふうに考えているところです。
　ただ、今後のところなんですけれども、協議会から意見書をいただきましたので、Ａ案でいこうという決定を教育委員会の中でした後は、今後の児童・生徒数の推移をきちんと見て、その後は教育委員会の方で、協議会の委員の皆さんとも、当然、話し合いはしていきますけれども、基本的な適正配置計画については教育委員会の中でつくっていくということになりますので、その辺は、また１０月以降の話になろうかというふうに考えています。

本山委員　　１つだけ。６０周年記念行事は、結局、来年になるわけですね。Ｂ案だと、統合と同時に６０周年行事もこの年度末にやってしまうということだったんですけれども、Ａ案でいくと、来年はもう１年、平成２５年度は存続しますので、平成２５年度にすごく少人数になった形ですることになるのですか。

新しい学校づくり担当課長　　そうです。平成２５年度に６０周年ということですので、実施は今後ということで、その中で、保護者や地域の方の力を借りながらやっていく。その辺についても課題というか、心配事の１つとして、学校長の方からもお話させていただいたところですけれども、少ない中で実施することになります。

教育長　　基本的には６０周年は来年度ですので、学校がある場合は来年度にやることになりますけれども、ただ、ほかの学校がやっているような派手なものは無理です。あれは２年ぐらい前から地域、保護者で準備を進めていますので。
本山委員　　２年どころか、もっとです。積立して。

教育長　　そのような周年行事はとてもできるような状況ではありませんし、それから子供たちの数も少ないですし、父兄も本当に力が弱くなっていますから、どういう形でできるのかということについては、保護者なり、学校なり、地域の方々の応援をどの程度していただけるのかも含めて、やり方について、規模、その辺は今後検討していくことになると思います。

委員長　　最後に１つだけ。以前の協議会ニュースだったと思いますけれども、少人数教育のメリットがあるんだというご意見が書いてありましたけれども、少人数教育という定義は２０人から１５人ぐらいの少ない人数の学級がたくさんある場合の少人数であって、大山小学校の場合は少人数教育とは言えない、あくまでも過小規模教育というふうに言った方がいいのではないかという気がいたしました。

　だから、逆に、少人数教育だからメリットがあるというようなことを書くと誤解を招くのではないかなというふうに思います。

新しい学校づくり担当課長　　もし発言の内容であれば、そのまま載せたような状況ではございます。それで、そういったところも、実際に大山小学校の中では１０人を切るような学年が存在しているわけで、その中の教育のあり方ということについて保護者の方は大変ありがたくというか、評価をいただいている状況でございます。
　適正規模配置の審議会のところで学識の先生からもお話があって、具体的に審議会の答申の中に盛り込むことはしなかった、というよりできなかったんですけれども、実際には１０人を下回るような学級の場合は、学級として機能しなくなる要素がたくさん、それは男女の性別のバランスも含めて危険性が出てくるんですけれども、１０人を下回ると様々な問題点が出てくるんですというお話をいただきました。その話は意見交換会なりでさせてはいただいたところでございます。
委員長　　そうですね。特に、２人、３人とか４人とか５人の非常に少ないクラスで、そのまま１年から６年まで６年間過ごしたことを考えると、かなり厳しい面があるのではないかと危惧いたします。だから、早く改善してあげたいというのが希望でございます。

本山委員　　あともう１つ、蛇足の確認なんですけれども、この協議会の意見書に、大山小学校の環境協議会ニュースの第３号に載っているアンケート結果では「存続させた方がよい」というご意見が４２．６％。「統合が必要だと思う」という３５．２％のご意見があったんですけれども、このアンケート結果については、「統合が必要だと思う」というのは協議会として消されてしまったんですね。

新しい学校づくり担当課長　　それは、今回、存続することになったという意味ででしょうか。

本山委員　　はい。

新しい学校づくり担当課長　　そういう意味では、意見の数の多い少ないは別に、協議会の委員の中でも統合を主張されていた方もおりました。

　そういった中で、協議会として１つの意見集約をしなければならないといった中では、Ａ案というのでしょうか、来年度は存続するという道を最終協議会において選択をされたということです。

　このアンケートの話で申しますと、実際には統合を希望するという保護者の方もいらっしゃいまして、意見交換会であったりとか、面談であったりとか、なかなかそういう機会が時間的に許されない方については電話でのご相談というのも受け付けていたわけなんですけれども、電話では、「統合を希望しているんです。私たちの声は届いていますか。」という声がありました。、協議会の傍聴を希望しているけれども、協議会の空気といいましょうか、存続を希望する方々がたくさんいらっしゃる中では、なかなか伺えないというような電話等は数本いただいていました。

　協議会に出てくればいいではないかというご意見もあろうかと思いますけれども、そういった思いを抱えている方もいらっしゃったのは事実です。

今井委員　　まず、今回、確かに教育長がおっしゃったように着手が遅かったというのは反省点なんですが、本当にうかつだったという思いはあるんですけれども、頭の中にあったのは、大山小学校で一時減ってきて、今の校長先生が見事に立て直していったという素晴らしい何年かがあるんですけれども、頭の中にあったのは、ある地域の中学校３校ぐらいで、選択制の前の指定校変更制度の頃からですけれども、極端な場合は学年３クラス分ぐらいがシーソーのように増減する３校というのがあった。

　何かこちらで起こると、こちらの学級数が増えて、というのがずっと続いているという現状を見ていたので、大山小学校があれだけ教育成果が上がっているような学校になってきている中で、そういう改革のもとに必ず数が増えていったらなという思いがあったということ。

　それから、実際に新入生が一桁になったところが１５人、２０人、あるいは２０人が１０人になったけれども１５人、１８人というふうに盛り立てていくような動きというのが何校かで見られている中で、大山小学校も必ずそういうパターンなのかなというふうに信じてしまっていた、思い込んでしまっていたというのが反省点かなという気がします。

　それから、選択制の今後の議論に向けてのことなんですけれども、数年前に、数年といっても数年のゾーンの古い方になりますけれども、国立教育政策研究所が全国の校長先生に「一番学校経営がやりやすい学校規模はどのぐらいか」という調査をやっていて、そのレポートが当時出ていたんですが、実はそれは、やりやすいということは教員の配置は階段状ですし、例えば学年の先生方、それから教科の先生方の研究だとか色んなことを含めた細かいことを聞いた上での総合的な評価ということで、実は５００人台なんです。

　イメージすると、３０人のクラスが学年に３クラスあって６×９０＝５４０。板橋の場合は５３校、天津は除いて、２万２，０００人いて、たしか平均が四百十何人でしたか。ということで学区域を見直して、そこに指定校変更なしであてはめたとしても、まだ多いのかなということは思います。そのことも含めて、学校選択制とか指定校制とかということをちゃんと議論していく必要があるかなというのは、反省というか、今後に向けての思いです。

委員長　　ほかにございますでしょうか。

（なし）

委員長　　では、お諮りします。日程第二　議案第１６号「大山小学校の適正配置に関する進め方について」、原案のとおり決定することにご異議ございませんか。

（異議なし）

委員長　　では、そのように決定します。

○報告事項

１．元職員等による不法行為に係る損害賠償請求に関する民事訴訟の和解について

（資料・庶－１）（庶務課）

委員長　　それでは、報告事項について聴取します。報告１「元職員等による不法行為に係る損害賠償請求に関する民事訴訟の和解について」、庶務課長から報告願います。
庶務課長　　それでは、「庶－１」とそれに添付しております参考資料、数点をお願いいたします。

　まず、資料の説明を若干させていただきます。この元職員による不法行為によります報告は、動きがあったときに触れて報告させていただいていると思っておりますが、今回は、損害賠償請求に関する民事訴訟が和解という結論を得ましたので報告をさせていただくものです。本日、教育委員会が会議の日程の都合で常任委員会の後になってしまいました。

　５月１６日に和解が成立いたしまして、「庶－１」としてまとめてあります報告を板橋区事故調査・再発防止対策委員会の方に上げてございます。

　その板橋区事故調査・再発防止対策委員会報告書を付けてございます。こちらは最終報告書ということで、人事課の方でまとめてございます。

　常任委員会の日程は、企画総務委員会の方が少し先ですので前後してしまいましたけれども、基本的には、常任委員会につきましては所管事項でそれぞれご審議の内容を決めてございますので、私どもとしまして、この「庶－１」と同じ内容で文教児童委員会の方に報告させていただいてございます。

　ただ、この事故調査・再発防止対策委員会報告書の中に教育委員会にかかわる事項が出てまいりますので、本日は合わせて、そちらも見ていただきながら報告させていただくものでございます。

　庶－１ほかの３点についてですけれども、報告書が最終報告ということで総括ということですので、これまでの経過一覧という意味で、刑事事件にかかわるものを中心とした平成２１年３月１日発行の報告書までの経過をまとめたものでございます。

　また、もう１点、「参考資料」というものは、３月１日の報告書以降の抜本的対応策ということでまとめたものでございます。

　それでは、「庶－１」に基づいてお話をさせていただきたいと思います。確認ということで、数字的なものを報告書の方にまとめておりますので、報告書の方も合わせてご覧いただこうかというふうに思っておりますので、ご用意ただければと思います。
　まず、本事件の概要ということですけれども、これは何度もご説明をさせていただいてございますが、平成１９年１１月、元庶務課職員が学校の電気設備工事契約における詐欺収賄容疑で逮捕されたということでございます。１１月につきましては収賄容疑ということですけれども、その後、詐欺ということで再逮捕されているものでございます。

　この刑事裁判におきましては、詐欺につきましては６回にわたり１６０万円余、あるいは現金１００万円の賄賂を受け取ったというようなことで、この元職員と関係業者３社には有罪判決が確定しているところでございます。この有罪判決につきましても、平成２０年にそれぞれ判決が下っているということでございます。

　その後、この詐欺事件によりまして損害賠償請求をしていくという区の方針に基づきまして、損害賠償の清算準備を進めてございました。教育委員会が行った緊急工事の調査というようなことで調査をかけまして、２の損害賠償に向けた取り組みの中で、この元職員が逮捕されるまでの間に区が発注した全ての学校における電気設備工事１９５０件のうち、工事施工に疑問があるもの５２８件を抽出し、なおかつ、私どもは原告ですので、立証責任がございますので、訴訟に耐え得るというようなことで３０９件に絞り込んで損害賠償額を決定したということでございます。

　その数字が報告書の３ページに書いてございますので、３ページをご覧いただければ記憶の整理にもよろしいかというふうに思ってございます。

　損害賠償請求については、取りまとめました損害額を元職員及び関係業者１４社に対して、平成２２年８月３１日付内容証明郵便により明示し、平成２２年９月１５日を支払期日とする損害賠償請求を行ったということでございます。

　ここで１４社、４，８０１万５，８４０円という金額をそれぞれお知らせしたというような形なんですけれども、その後、色々と異議申し立て等々がございまして、最終的には１１社の方に応じていただきました。

　訴訟になったのが、表でいいますと、１１番の業者でございまして、支払拒否をされましたので、提訴になったということでございます。

　庶－１の４番に戻りますけれども、民事訴訟提訴の議決ということで、３の請求に対し、いずれの者からも期日までの支払または支払の意志が確認できなかったため、区は平成２２年９月２９日に損害賠償請求の提起に関する議案を議会に上程しております。

　訴訟につきましては、元職員と、この１１番の業者ということで１社ということになりましたけれども、応じていただけませんので、支払に応じる意志を確認した業者等を除外した結果、最終的には、元職員及び関係業者１社に対し、平成２２年１２月１５日付で東京地方裁判所に提訴いたしました。損害賠償の請求金額は９２７万３，１９５円ということでございました。

　その後、平成２３年２月から４回の口頭弁論期日、８回の弁論準備を経て、平成２４年５月１６日に和解条項が示され和解が成立したということでございます。

　庶－１の裏面に移っていただきたいと思います。和解条項の（原文抜粋）及びその考え方を示したものでございます。

　条項１、被告らは、原告に対し、連帯して損害賠償金として８６７万７，１９５円の支払い義務があることを認めるということでございます。

　考え方ですけれども、今申し上げましたとおり、請求した金額は９２７万３，１９５円ですが、そのうち、原告、被告双方で調査した結果、被告が行ったであろうと客観的に認められる天津わかしお学校における工事の一部５４万８，０００円というものを私どもが認めまして、それを差し引いた金額と訴訟費用に要した額ということで和解金額ということになってございます。

　条項２は、被告らは原告に対し、連帯して前項の金員を平成２４年６月２９日限り、原告の指定する口座に振り込む方法で支払う。なお、振込手数料は被告らの負担とするということでございます。

　こちらの考え方といたしましては、１の金額を平成２４年６月２９日までに払うこととしたものでございまして、６月１５日に納付を確認してございます。

　条項３でございますけれども、被告らが、前項の金員の支払いを怠ったときは、被告らは原告に対し、連帯して第１項の金員から既支払額を控除した残額及びこれに対する平成２４年６月３０日から支払済みまでの年５％の割合による遅滞損害金を直ちに支払うということで、遅滞損害金を設定して支払を促すというものでございます。

　条項４ですけれども、原告は、その余の請求を放棄するということですので、私どもは、これ以上の請求はしないということでございます。

　条項５でございますけれども、被告は、原告に対して、本事件及び詐欺収賄等一連の事件に関し、原告の施設内に運び入れたパソコン等動産類について、その所有権を放棄し、原告において自由に処分することに異議を述べないということでございます。

　考え方といたしましては、被告である元職員が持ち込みました動産類、パソコンが中心でございますが、これを原告側、私どもに所有権を移しまして、処理するということにしたものでございます。そのことにつきまして、被告は異議を述べることができないという規定をしたものでございます。

　区といたしましては、この条項の考え方を受けまして、元職員が持ち込んだパソコン等の動産類については、基本として売却を考えているということでございます。

　条項６ですけれども、原告と被告らは、原告と被告の間には、本件に関し、本和解条項に定めるもののほか何ら債権債務のないことを相互に確認するということでございます。
　条項７、最後の条項になりますけれども、訴訟費用は各自の負担とするということですので、訴訟に要しました印紙代、弁護士費用等は、それぞれがそれぞれの分を払うというふうに規定したものでございます。

　以上が、和解条項の内容でございます。

　これをもちまして、損害賠償の訴訟については一件落着というか、終わったわけですが、事故調査・再発防止対策委員会の報告書の説明を受けておりますのでこちらの方にも若干触れたいと思います。損害賠償金等の回収ということでございます。

　刑事裁判で認定された事実に関する損害賠償金が１７６万２，３１１円。今回、区の調査結果に基づく損害賠償金が４，４２５万３，１８０円で、刑事裁判に関します供託金の受諾額というのが１，１０２万１，９３２円ということで、私どもがこの一連の訴訟によりまして賠償してもらった金額等々につきましては、５，７０３万７，４２３円ということでございました。

　また、この損害賠償、これまでにこの訴訟を維持するために必要となった金額をそこに参考として書かれておりますが、１，９１１万円ということになっておりますので、これにつきましては、議会の方でも非常に少ないということで、区民の方に大変申しわけないだろうと、もうちょっときちんとできなかったのかというようなお叱りをいただいているところでございます。

　刑事事件からもう既に何年もたっておりまして、色々な公判の中で新たにされた事実というものもございまして、それの言及が６ページからなされてございます。ここも教育委員会に関連するところですので、一応ご報告させていただきますけれども、まず、追加事項にかかわる報告ということで６番でございます。

　区立美術館内監視用防犯カメラ等の取りかえ工事事故ということでございます。こちらの事故発覚は、平成２２年９月３０日の本会議において区議会議員の指摘により明らかになり、その後、同年１２月１５日付で教育委員会から事故報告があり、人事課で事故監察を行ったものでございます。

　経緯につきましては、そこに書かれてございますけれども、まず、美術館の防犯カメラが、元職員等のつけかえ工事にかかわっていたということでございます。

　この事件につきましては、③のところに書いてございますけれども、平成１９年７月６日に業者が突然美術館を訪れまして、防犯カメラと放送設備をつけていったということでございますけれども、その後、事故調査委員会等の報告で漏れまして、平成２２年に、少し時間がたってから解決を見たということでございます。

　ここのところ、教育委員会におりました庶務課長（前任）（後任）ということで、ここには私は含まれてはいないんですけれども、関連していたということで、このことについて注意を受けているということでございます。

　７ページを読み上げますが、平成１９年１１月に元職員の逮捕を受けて、教育委員会事務局内で、学校電気設備復興復旧工事及び元職員の持ち込み備品の調査が行われました。そのときに、生涯学習課はそれに該当しない、今、申し上げました美術館の防犯カメラの工事については報告ができなかった、しなかったということでございます。

　平成２０年４月に、組織改正によりまして美術館は区長部局に移りまして、区民文化部国際交流課に所管が移りました。庶務課長にも異動があったというところでございます。

　平成２０年７月、工事契約案件の書類に基づき、学校電気設備緊急工事の確認調査を開始しまして、この調査は契約の書類どおり当該工事が実際に行われているかを確認するもので、この場合はつけかえ等々ですので美術館側に全然資料がございませんでしたので、防犯カメラ等は結果として調査から欠落してしまったということでございます。

　④でございますけれども、平成２０年９月２６日付、区長からの「教育委員会事務局職員の綱紀の保持について」の訓令を受け、防犯カメラ等工事について当時の生涯学習課長から庶務課長へ報告を行ったものですけれども、庶務課長は、この時点で防犯カメラ等工事の事実を初めて知った、了知したということでございます。

　平成２０年１１月１８日付、教育長より区長へ教育委員会事務局における綱紀の保持と事務適正化の取り組みについて報告をした際、出所不明物品の持ち込み等の一覧に防犯カメラ等の工事は含まれておりませんでした。この時点で抜け落ちてしまったということでございます。

　この理由が⑥と⑦に書いてございますけれども、平成２１年４月、人事異動に伴い、生涯学習課長が庶務課長（後任）となったということでございます。庶務課長（前任）は、後任が防犯カメラ等工事の当事者の１人である生涯学習課長であったために、防犯カメラ等工事に関して、文書上で引き継ぎを行わなかったということでございます。

　庶務課長は、防犯カメラ等工事について、生涯学習課長であった当時から認識していたが、庶務課長となってからは学校現場調査、先ほど申し上げましたけれども、２，０００件近くの案件をまず書類で起こしてというようなことですので、現場調査を優先というような意識が強くて、結果として先送りをしてしまったということでございます。

　会計手続の是正でございますけれども、この美術館につきましては、防犯カメラ及びインターホン取りかえ工事、放送設備の購入及び組立調整委託も、その後、契約をきちんとし直し、支払もさせていただいているものでございます。

　　もう１件ございまして、次の学校大規模改修に伴うパンフレットの作成事故ということでございます。８ページの中ごろから書いてございます。

　　２番のパンフレットになりますけれども、こちらの事故につきましては、平成２３年５月３１日付、民事裁判における元職員からの準備書面において非違行為の疑いある案件の記述があったため、人事課で事故監察を行っていた結果、明らかになったものでございます。

　経緯といたしましては、パンフレット作成のきっかけとして、平成１５年度から平成１６年度にかけまして志村第二小学校の大規模改修が実施されましたけれども、区として初めて行う学校の大規模工事であることから、パンフレットがあった方がよいだろうという話が持ち上がったということでございます。

　ただし、パンフレット作成印刷に伴う予算措置がなされておりませんでしたので、どのようにつくろうかというような形で考えていたんですけれども、写真やレイアウトなど全てを技術職の職員が自ら行いまして、平成１７年度に印刷を行ってつくったという経緯でございます。

　当時の主査（機械職）が印刷業者と直接やり取りし、工事請負費から不正支出したということですけれども、文書保存年限が５年ということでございますので、関係書類の確認はできなかったものでございます。

　当時の関係職員を対象に事情聴取を実施して、つけかえで支出を行ったと話した当時の主査以外は、パンフレットの存在は知っていましたけれども関与はなかったということでございます。

　当時の主査は、印刷業者とつけかえを行った工事業者については自ら判断して両業者を手配し、パンフレット作成に関する指示をしたということでございますけれども、工事業者にどのような件名でどのように依頼したのかというのは覚えていないということでございます。金額が３０万円未満であったということにつきましては、課内の主管課契約といいまして、課で処理できる範囲だったということでございます。

　この事故の対応ということでございますけれども、ここに書いてございますとおり、支出に絡む書類の審査が甘く、なかなかこれが防げなかったというようなことで回答がございます。当時の主査を文書訓告としたということで処遇しているところでございます。

　この２件が訴訟の中で明らかになった事実ということで、追加事項にかかわる報告ということでさせていただいているものでございます。

　最後の方、１０ページになりますけれども、この報告書ではまとめということになってございます。

　ここで、真ん中のあたり、これからの作業になりますけれども、元職員の持ち込んだパソコン等動産類６２品目については、和解条項により、区が処分することになるが、不明朗な経緯で、しかも大量に持ち込まれながら疑義を持たずに業務で使用されていた事実について、区としても適正な物品管理を怠っていたことも不正を助長させた原因の１つであることは否定できないということで、深く反省をしているところでございます。

　また、区立美術館内監視用防犯カメラ等の取りかえ工事について、適正な会計処理などの対応をとらず、区議会議員からの指摘を受けるまで組織として課題認識が欠落していたことは甚だ残念であるということでございます。

　学校大規模改修に伴うパンフレットの作成事故においても、元職員以外の職員がつけかえを行った事実があり、組織としてのコンプライアンス感覚が欠如していたと言わざるを得ないということで、こちらも反省をしているところでございます。

　次からが決意表明でございますけれども、平成２１年委員会報告では、組織・人事・契約事務、物品管理、公務員倫理等に関する抜本的対応策について取りまとめ、各部署ではその対応策に基づいて、現在に至るまで見直し・改善に取り組んで参りました。しかしながら、組織風土改革や職員の意識改革には、いまだ道半ばの感もあり、不断の努力によりさらなる向上を目指していかなくてはならないということでございます。

　本報告を契機に、本事件が職員の意識から風化しないよう、事故内容と信頼回復に向けた取り組みについて改めて全職員に対して周知し、服務規律の徹底を図ってまいります。さらに、管理職に対しては様々なリスクに対して組織として対応できる体制を構築するよう指導していくということで、長期にわたり不正が見抜けず、区民の皆様に多大なご迷惑をおかけしたことについて深くおわび申し上げますということで、おわびの言葉で結ばせていただいている報告書でございます。

　　私の報告については、以上でございます。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

　大分、時間もかかりましたけれども、あとは処分すれば、一応、おさまるということでしょうか。

庶務課長　　はい。着々と準備は進めてございます。若葉小学校に、今、保管してございます。もう、すぐに中身の総点検も含めて、基本的には売却ということですので、その道までは探っていきたいというふうに思っております。

　議会の方からも個人情報のデータ等につきましてはご意見をいただいておりますので、その辺につきまして、情報が漏えいしないような方法につきましてもご指南もいただいておりますところですので、慎重に取り組んでいきたいと思っております。

委員長　　色々、お疲れさまでした。でも、売却といっても、なかなか売れないよね。

庶務課長　　はい。正直なところ、ちょっと苦労するかなと思います。

委員長　　むしろお金を払わないと引き取ってもらえないぐらいの。

庶務課長　　はい。ただ、これ以上、区民の方の税金を使うことにつきましては色々とご意見をいただいておりますので、そこにつきましても、あらゆる努力をさせていただいて、最終的にはしようがないというか、ご納得いただけるような方法を取らなければ、いけないとは思ってございます。

○報告事項

２．退職学校医等への感謝状の贈呈について

（資料・学―１）（学務課）

委員長　　では、次に、報告２に移ります。「退職学校医等への感謝状の贈呈について」、学務課長から報告願います。
学務課長　　資料「学―１」の方をご覧いただきたいと存じます。

　「退職学校医等への感謝状の贈呈について」ということでございますが、「板橋区学校保健事業にかかる感謝状贈呈要綱」に基づきまして、平成２３年度に退職した下記の学校医、学校歯科医、学校薬剤師の方々に対しまして感謝状を贈呈するというものでございます。

　こちらの表に記載の７名の方に、長年にわたる学校保健へのご尽力に対しまして、教育委員長名で感謝状を贈らせていただくものでございます。

　報告は、以上です。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

　長い方は４０年ということで、サラリーマンの入社から退職までと同じぐらいの期間やっていただいたということで、ありがとうございました。

　よろしくお願いいたします。

○報告事項

３．平成２４年度板橋区少年野球親善大会

（資料・生―１）（生涯学習課）

委員長　　では、報告３「平成２４年度板橋区少年野球親善大会」について、生涯学習課長から報告願います。

生涯学習課長　　それでは、「生―１」をご覧いただきたいと思います。

　平成２４年度板橋区少年野球親善大会についてご報告いたします。

　日程につきましては、８月４日から７日までの４日間でございましたが、もともと３日間の予定でございまして、６日に雨と雷のために順延をいたしまして、４日間になりました。閉会式では、別府教育委員長より表彰状等の授与がされております。

　今年度も、会場は区立小豆沢公園野球場と区立城北公園野球場の２カ所で行いまして、中学校の部が１日だけ城北公園を使って実施させていただきました。

　参加チームの数は、小学生の部が１５チーム、３００名、中学生の部が１５チーム、３００名でございました。

　これは１８の地区で、それぞれ小学生の部、中学生の部の代表のチームがこれに出て板橋区全体で優勝を争う本大会でございますが、一部、記載の地区が欠場という状況でございました。

　試合結果といたしましては、小学生の部の優勝が高島平地区の高島エイトＡ、中学生の部が前野地区のオール前野でございました。

　大会は、６月下旬から７月下旬にかけまして、それぞれの青健で地区大会を行って代表を決めております。

　参考のところをご覧いただきたいと思いますけれども、合わせて１２７チーム、約２，５５０名の小・中学生が参加しまして、地区大会を戦ってまいりました。

　今年も、地区大会、本大会とも、雨の影響や、連日、大変暑い日中に熱戦が繰り広げられまして、試合が長くなると途中で休憩を設定するなど、熱中症への対策も考えて実施させていただきました。幸い、報告するような事故は１件もございませんで、無事に終了いたしました。

　報告は、以上でございます。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

　初日は雷で中止だったんですよね、途中から中止。

生涯学習課長　　最終日の試合が中止になりまして、１日順延し、閉会式が伸びたという形になりました。

委員長　　暑い中、お疲れさまでした。

　以上でよろしいでしょうか。

○報告事項

４．人事情報

（資料・指―１）（指導室）

委員長　　では、報告４「人事情報」について、指導室長から報告願います。

指導室長　　資料「指―１」でございます。人事情報。

　毎月、報告させていただいているものですが、今回につきましては８月初めての教育委員会ということなので、７月末現在の教員数ということでご報告させていただきます。

　いつもの表でございますけれども、括弧内の休職者の総勢が１，８４３人となっておりまして、６月からひと月の間に変化はありません。

　休職されている先生の数が６名、６月から増えておりますけれども、６名のうち、病気休職に入った先生が１名、それから育児休業に入った先生が５名、都合６名が増えているという状況でございます。

　非常勤職員につきまして、裏面でございますけれども、中学校ですが学習指導講師が１名、７月３１日付で退職しております。現在、後任はまだ決まっておりませんので、１名の学習指導講師については欠員でございます。そのほかの非常勤職員について数字の変化はございません。

　以上でございます。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

　病気休職の先生が１名あるということで、ちょっと残念ですけれども、育児休暇の先生は少子化の時代なので歓迎していいのかどうか。ただ、児童の方はかわりの先生になるのでなかなか大変だとは思いますけれども。

　あとは、学習指導講師の後任の方をよろしくお願いしますということをお願いしておきます。

○報告事項

５．いじめの実態把握のための緊急調査結果について

（資料・指―２）（指導室）

委員長　　報告５に移ります。「いじめの実態把握のための緊急調査結果について」、指導室長から報告願います。

指導室長　　資料「指―２」でございます。

　前回の７月の教育委員会のおりに、既に大津市のいじめの自殺の件を受けまして教育委員会の取り組みについてはご報告をさせていただいたところですが、その時点で、いわゆる緊急調査を学校に投げていますというふうに報告させていただきました。その数字がまだ上がっていませんでしたので、それについて、今日はご報告させていただくことになります。

　資料にありますその数字は一番下になりまして、その表の中の「いじめの実態把握のための緊急調査について」。７月１７日付で私どもから学校の方に通知しまして、夏休みに入る直前だったのですが、学校としては、子供にアンケートを採ったり、個別に聞き取りをしたり、色々なことをしました結果がこれであります。

　設問１としまして、今回の調査で、今回の調査というのはこの７月の調査のことですが、これでいじめと認知した件数が、小学校で１８１件、中学校で２６件、都合２０７件ということであります。

　この調査の中では、いじめの疑いがあると思われるもの、つまり、これはいじめではないというふうに必ずしも言い切れないものまで全部さらってくださいという調査をしたので、それが設問２です。疑いのある件数は、小学校で１６８件、中学校では１６５件というふうに上がっております。

　これらのことにつきましては、もう夏休みに入るということではありましたけれども、各学校では、その情報に基づいて教員等が状況把握に努め、子供の指導を行ったり、場合によっては保護者の方と連絡をとらせていただいたり、あるいはいじめた側といじめられた側の保護者の方を交えた話し合いまでするといった状況で対応してきたというようなところでございます。

　報告としては、以上でございます。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

　ここの「特段の対応なし」という「特段」というのは、どういう内容ですか。

指導室長　　「いじめの疑いがあると思われても対応しなかった件数があるか」という設問なんですが、これはいずれもゼロなので、疑いがあっても全て学校は対応したという結果になったということです。

委員長　　「対応なし」がゼロだから、対応しているということですね。

指導室長　　そういうことです。

教育長　　対応したということですからね。

指導室長　　「対応なし」の件数がゼロということですので、対応したということです。

谷田委員　　「その他」というのは、例えばどんなようなことだったんでしょうか。

指導室長　　これは、保護者同士で既に連絡をとり合って共通の話し合いの場を設けたというようなことが大体ここに入って、数字としてカウントされております。

委員長　　一応、これらの対応を取って、ある程度は解決しているというふうに解釈してもいいわけですか。

指導室長　　はい。概ね解決しておりますが、まだ解決に至らないものも引き続きありますので、それについては引き続き対応しているというところです。

委員長　　よろしいでしょうか。

○審議事項

１．教育委員会が行う点検・評価二次評価の審議について

（資料・庶―２）（庶務課）

委員長　　それでは、次に、「教育委員会が行う点検・評価二次評価の審議について」、庶務課長から説明願います。

庶務課長　　それでは、「庶－２」ということでお願いいたします。

　別紙１と別添ということで、報告書のモデルをご用意させていただきました。

　この二次評価につきましては、大変期間が短い間、大変恐縮でございました。委員さんのご協力によりまして今日ご報告できることになりまして、事務局としても大変ありがたいと思ってございます。

　それでは、二次評価ということで、別紙に沿ってご報告させていただきたいと思います。

　まず、その前に１点、別添をつけさせていただいた理由ですけれども、イメージをしていただきたいということでございます。この別紙１でこれからご審議いただきます内容が、一番最初のところですと２９ページのところに載っています。

　重点１の二次評価ということで「順調」という標語をいただいてございます。子どもの変化・成長に注目し、継続改良を進めていくというような補足のコメントをつけていただいておりますけれども、これもこのようなイメージで報告書の中に反映するということでございます。

　それでは、別紙１の方でコンパクトにまとめておりますので、こちらを読み上げる形で報告させていただきたいと思います。

　まず、重点１でございますけれども、こちらの標語を「順調」ということにさせていただいております。「子どもの変化・成長に注目し、継続改良を進めていく」という補足のコメントをつけていただいております。

　読み上げさせていただきます。

　環境学習の充実については、前年度より導入されたテキスト「未来へ」を中心に順調に進捗した。中でも、地球温暖化の防止という視点はかなり浸透しているように思われる。板橋区は現時点では大きな災害に見舞われていないが、今後は、局地的豪雨や気候変動による自然災害についても知っておく必要がある。
　体験活動の充実については、ボランティア活動への参加方法に工夫が必要である。個人でボランティア活動に参加するのは難しいので、部活動の仲間や友達同士で参加するきっかけができるように、学校や児童館の掲示板で募集をするなどの試みが望まれる。

　一方で、原発事故の影響により、大変恐縮なんですけれども、ここは「行程」というふうに書かせていただいておりますが、もう少し分かりやすい言い方で「コース」というふうにさせていただきたいというふうに思いまして、ここを変更していただきたいと思います。原発事故の影響により、コースの変更を余儀なくされたものの、安全に移動教室（宿泊体験）を例年どおり実施できたことは評価したい。
　キャリア教育の充実においても、震災後の困難な時期にもかかわらず、地域の理解で職場体験が全中学校で実施された。地域の協力に感謝したい。今後は、児童・生徒にとって見えにくい「働くことの目的」や「実際の職場環境」を伝えるため、卒業生や保護者など地域の方に話を伺う機会を設けてみてもいいのではないか。中小企業の多い板橋区の強みを生かし、経営者（ＯＢを含む）を巻き込んだ取り組みとして進めてほしい。

　体力づくりの推進については、行動体力とともに防衛体力に焦点を当てた取り組みが推進された。今後も、体力向上に関する理解を教職員のみならず保護者にも広げ、家庭を巻き込んだ取り組みとしていきたい。

　そして、環境学習、体験活動、キャリア教育、体力づくりなど様々な取り組みによって、子どもたちがどのように変化したのか、成長したのかを見えるようにしていくことが重要であるということでまとめさせていただいてございます。

　続きまして、重点１、特別支援教育の方でございますけれども、「順調」という標語をいただいてございます。「ニーズの高まりに合わせ、積極的な展開が望まれる」というコメントをいただいてございます。

　個に応じた特別支援教育は計画どおりに進捗し、一定の結果を出している。しかし、支援を必要とする児童・生徒の数は増加傾向にあり、今後も特別支援学級の増設等、積極的な展開が望まれる。

　また、支援の内容は各個人により大きく異なるので、「個別指導計画」の策定は重要であり、今後も、学校・家庭その他の関係機関が一体になって取り組むべきものである。さらに一人一人の教育的ニーズに応じて適切な教育的支援を行うことが重要である。

　そして、特別支援教育の質の向上が求められる中、全国のよりよい取り組みを研究して、板橋区の特別支援教育の向上に生かしていくことを検討してほしいということでまとめさせていただいてございます。

　重点２、確かな学力の育成でございます。

　「順調」という標語をいただいてございます。「今後もより一層の研究、努力を続ける」という補足コメントになってございます。

　板橋区独自の「学習ふりかえり調査」は、小学５年生から中学２年生まで４学年に拡大され、実施された。一人一人の学習のつまずき箇所に戻って学習するための「フィードバック学習教材」の開発も実施され、各学校での学習支援も工夫されて、基礎学力の向上が図られている。特に、フィードバック学習を取り上げた学校の優れた研究成果を全校に周知したことにより、成果の広がりが期待できる。

　科学教育については、実際に観察し体験することが重要となるため、学校で行うことが難しい実験などは教育科学館を大いに活用すべきである。また、生徒が自ら進んで学習する理科系クラブを各校で充実させたい。

　魅力あふれる質の高い授業の実現については、指導力向上特別研究指定枝を核として取り組まれた。その指定校は、小学校はオープンスペース方式、中学校は教科センター方式として授業研究が進められ、ともに児童・生徒が生き生きと主体的に学ぶことができる問題解決型の授業を目指している。

　しかし、この取り組みは緒に就いたばかりであるため、課題もある。その活用方法を、教員各自が理解した上で授業を組み立てることが重要であるというふうにまとめさせていただいてございます。

　重点３、読書活動の充実でございます。

　「順調」という標語をいただいてございます。「家庭・地域に働きかけ、保護者を巻き込んだ活動に」というコメントをいただいております。

　週１日（６時間）ではあるが、全区立小・中学校に司書の配置ができ、各校で読書の取り組みが充実してきていることを感じる。週二、三回配置できればなおよいが、予算の確保が困難な状況では、各校の保護者を中心とした図書館ボランティアに頼らざるを得ない。

　そのため、図書館ボランティアの育成が急務である。読み聞かせボランティアとともに、スキルアップを図りながらの活躍を期待する。

　今後は、学校図書館と地域図書館の連携や図書館を活用した授業の研究が、児童・生徒の調べ学習や読書活動の充実に一層重要になると考える。

　家庭での読書推進の意識啓発は、家族の読書活動に依るところが多いと考える。保護者が率先して読書すれば、子供はそれに倣う。情操をはぐくみ、想像力を養う読書活動を充実させることは大変意義のあることなので、「家庭読書の日」の取り組みや区立施設等での読書活動の推進を通して、家庭・地域に働きかけていくことも続けていきたいというふうにまとめさせていただいてございます。

　重点４、教員の指導力向上でございます。

　こちらの標語につきましては、「（一部）遅延等」というふうになってございます。コメントといたしましては、「保幼小中連携は教員の意識改革につながりつつある」ということでいただいてございます。

　教員の指導力向上に大いに貢献するであろう教育支援センターの平成２７年度設置に向けて、基本的な計画の策定に取り組んでいる。今後も教育支援センター開設の遅延等にかかわらず、同等の教育支援を行っていきたい。

　課題別研修の充実については、教員の指導力向上に大いに寄与していると考える。「授業改善」の視点を積極的に発信してきたことで、各学校の取り組みも少しずつよい方向に進んでおり、今後は、教職員の意識変化・成長に注目し、研修の充実を図っていくべきである。

　しかし、その一方で、学校では服務事故などが相変わらず発生し、管理職のマネジメント能力や危機管理能力の向上が求められる。

　保幼小中連携は、校種ごとに文化・風土に違いがあるが、日常的に校種を超えた研究・交流活動を行うことにより、すり合わせが必要な部分があるとの認識が深まってきている。小規模校では体験できない事もあるので、今後は小小連携も必要になってくる。

　これからの社会の担い手の養成として、国際的に見ても、協同学習型の授業は重要だが、これは教え込み型や自己発見・解決型の授業に比べ、はるかに難しい。

　その中で、福井大学大学院や中京大学教授の指導の下、意欲的な研究をする学校の出現は、今後の板橋の教育にとって大きな意味を持つと考える。決して性急にならず、研究の着実な蓄積と実践が望まれるというふうに表現させていただいてございます。

　重点５でございます。

　家庭における生活習慣の形成支援。「順調」という標語をいただいてございます。「保護者同士の交流の場をさらに充実させたい」というコメントをいただいております。

　家庭における生活習慣の形成は家族に依るところが大きい。核家族化や近所づき合いの減少により、伝えられるべき慣習や習慣が判らず、困っている家庭も多いと思う。

　様々な生き方があるのでその全てを手本として示すのは難しいが、保護者の指針になるものとして、「『小学校入学前に身につけたい１０の生活習慣』拡充版」が５歳児対象に配布されたのは良かった。これは基本的な生活習慣を楽しみながら身につけることができるチェックシートである。

　年齢別の親学講座も計画どおり進行し、親以外の地域の大人を巻き込むなどして、参加者からの評判も高く、評価できる内容であった。

　全小・中学校ＰＴＡに委託して実施されている家庭教育学級も、保護者が考えている以上の家庭教育支援効果があると考えているが、「参加しない・参力できない」家庭への学習の機会を広げる方策を、教育委員会は小・中学校ＰＴＡと力を合わせて探っていかなければならない。インターネットが充実している中、講座などに来られない方でも気楽に参加できる場づくりも必要である。

　そして、核家族世帯が増える中、保護者同士の交流、同じ悩みを共有する機会を充実させていくことが求められる。親学講座なども、単なる学びの場とするだけでなく、お互いの意見交換の場にしていくなどの工夫も必要だと感じる。

　「板橋の教育ビジョン」の目指すところは、家庭のＥＳＣＳ（経済・社会・文化的要因）と、ここは「学力との相関をなくす公教育の実現であるが」というふうにまとめさせていただいているんですけれども、大変申しわけありませんが、少し分かりづらいのではないかという意見が後から出てきまして、この場合には、貧困などによる学力の低下などの方に焦点が当たっているのかなと思っていまして、「家庭のＥＳＣＳが原因となる学力の低下をなくす公教育の実現であるが」というふうに変えさせていただいてよろしいかどうか、後ほど、ご意見といいますか、ご審議いただきたいというふうに思ってございます。であるが、それに作用するひとつであるこの生活習慣形成支援に継続して力を入れたいということでまとめさせていただいてございます。
　　重点６、地域人材による学校・家庭支援の促進でございます。

　「順調」という標語をいただいてございます。「全校実施に向け、最終仕上げを確実に」というコメントをいただいてございます。

　板橋区版放課後対策事業“あいキッズ”は順調に拡大されてきた。これを全校に広げるために、施設面での課題を把握し共通認識のうえ、計画的に推進していくことが望まれる。子どもを学校に囲い込まない、地域との風通しのよい事業を目指していきたい。

　学校支援地域本部事業も国の委託事業から補助事業へ移行し、モデル実施校も５校に拡大された。どの学校も地域コーディネーターの活躍と、保護者を中心とした地域の人々による一層の学校支援が進んだと考える。

　この事業を通して、住民、とりわけ若い世代の地域活動への関心・参加が広がりをみせているので、より一層の事業展開が望まれる。しかし、まだ地域の支援が十分でないケースも見られる。

　今後も、教育ビジョンにある「地域が支える板橋の教育」、生涯学習審議会答申の「学びの循環」を基本概念として、「地域と共に歩む学校」づくりを目指していきたいということでございます。

　重点７、安心・安全で魅力的な学校環境の整備。

　「順調」という標語をいただいてございます。「厳しい部分もあるが、粛々と進めてほしい」というコメントをいただいてございます。

　区立小中学校の適正規模・適正配置の推進については、「適正規模適正配置審議会」の答申が予定より約１年遅れた。その間に適正規模を大きく下回る学校が出現し、対応が遅れてしまったのは事実である。

　答申策定に当たり、審議会の適切な運営調整ができたとは言いがたい。大いに反省し、教育環境の回復にできる限り速やかに対処しなければならないと考える。

　板橋区の厳しい財政状況等の困難もあるが、学校のＩＣＴ化の推進も努力していきたい。ＩＣＴ化はできる限り最新の設備を導入すべきである。それをどう活用するかは、学校あるいは教職員の課題となる。

　非常に高価な機器を全校に配置するのは難しいので、教育支援センターに設置し共同で使用することも検討してはどうか。校務支援システムについても、コスト面の課題があるが、教職員の仕事の効率化を図る手だてであり、着実に進めてほしい。

　学校施設の耐震化は計画どおりに進捗し、３．１１後の修理など安心安全な学校設備のハード面は整備されてきた。ソフト面でも、小・中学校では毎月様々な災害を想定した防災訓練が行われ、災害時の引き渡し訓練なども熱心に取り組まれている。

　災害時に学校が避難所となることから、区や地域と協力して備蓄倉庫の点検などを行った学校もあった。特に体育館等は災害時の主な避難所となることもあり、地震対策はもとより、水や空調、トイレ等も含めて完備しておかねばならないとまとめさせていただいてございます。

　最後の重点項目でございます。教育委員会の改革。

　「順調」という標語をいただいてございます。「区民から見える組織を目指し、さらなる充実を」というコメントをいただいてございます。

　教育委員会は、「いたばしの教育ビジョン」「いたばし学び支援プラン」を策定し、「開かれた教育委員会」、「地域・家庭・学校現場を真に下支えする教育委員会」を目指し、積極的に取り組んできた。

　教育の様々な要望に真摯に向き合い、課題を克服しながら、よりよい状況を目指すビジョン・実施プランをベースに、点検・評価に労力をさく板橋方式は、教育施策主体の姿勢として望ましいと考える。

　しかし、その姿勢が、学校現場はともかく、地域や家庭に伝わったかどうかは甚だ疑問である。「区民が身近に感じる教育委員会」とは、何をしている組織なのか区民から見える組織であろう。教育委員会制度そのものがマスコミでも取り上げられる昨今、機会を捉えて、板橋の教育委員会組織とその取り組みを開示していかなければならない。

　授業改善、教育支援センター、協同学習など新たな取り組みには、保護者を初めとする地域の人たちの理解が重要になる。広報の充実とともに、教育委員や教育委員会事務局職員が、保護者や学校に関わっている地域の人たちと直接話し合う機会を設けるのも有効と考える。

　教育委員会新規配属職員の学校現場研修は、学校への理解を深め、その後のコミュニケーションが円滑化するとのことで、学校現場からの評価が高い。この研修では、研修者が個別具体的テーマを設定するため、学校運営全体を見てほしいとの要望が現場にはある。より学校運営全体に触れることができる研修となるよう、実施方法の工夫が望まれるというふうにまとめさせていただいてございます。

　第二次評価の案につきましては、以上でございます。よろしくお願いいたします。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

教育長　　４人の委員の皆さんに評価をしていただいたものをこういう形でまとめさせていただいているんですけれども、ちょっと幾つか、細かいところかもしれませんが、疑問があります。

　初めが重点１－２の特別支援教育のところなんですけれども、３行目のところに、「また、支援の内容は各個人により異なるので、「個別指導計画」の策定は重要であり」と書いてあるんですけれども、ここはちゃんと教えてほしいと思うのですけれども、今、東京都の第三次計画でも、個別支援計画と個別指導計画を分けていっていますよね。

　それで、全体の計画としては個別支援計画があって、そのもとに短期の個別指導計画をつくれという言い方をしているんですけれども、ここのところでは「個別指導計画の策定」でいいんですか。それが１つの疑問。

委員長　　要するに、個人個人に対して、個人に合った教え方をきちんと、指導計画というか。

教育長　　初めに個人に合った年間の授業をどういう形で育てるかという、全体の支援計画をつくった上で具体的な事業をどうするのかという指導計画をつくりなさいという指導をしているんです。なかなか難しいところもあるんですけれども、それをやっているので、これでいいかなと思ったんです。

学務課長　　個別指導と個別支援があって、ご家族の方の理解を含めてつくっていくという部分もありますので、その表現を含めてこの書き方が適切かどうか整理してみます。

委員長　　意味合いとしてはそういうことだと思います。

教育長　　それから、２点目が重点３の読書活動の充実なんですけれども、始めのところに書かれている司書の配置で、すごくいい状況が学校に生まれているんです。

　確かに、なかなか司書を増やせない実態が教育委員会の希望に反してあるんですけれども、そこで図書館ボランティアの育成がすごく大切だと思うのです。それと合わせてというか、その前に各学校には図書館担当教諭というのがいるんです。この先生の働きというのが一番核になってくるところなので、その辺の指摘をしておいた方がいいかなというふうに思います。

　学校の図書館を回っていると、この図書館担当教諭がしっかりとした方針を持って動いているところと、残念ながら単なる名前だけという先生とでは、全然、図書館活動が違うんです。そこをぜひ、この中で一文、指摘をしていただきたいというふうに思います。

　それから３点目が、重点４のところで、教育支援センターのところで、この書き方は意味が分からない。

　「今後も、教育支援センター開設の遅延等にかかわらず」と言っているのですけれども、「遅延等」とは何を言っているのですか。

庶務課長　　「一部遅延」のところで、一次評価、外部評価については、開設が平成２６年度の後半から平成２７年度に遅れたということがありまして、標語も、大きな事業ですので、それに引きずられた形で「遅延」というふうな評価になっていると思います。それを踏まえた形で、それとソフトを準備していくというのは異なっているよというような意味合いでまとめさせていただいていると思っております。

教育長　　何か、まだ遅れるという話がどこかであるのかなと思って。

庶務課長　　いいえ、それはないと思います。

教育長　　それはないですよね。平成２７年度開設というところは変わらないんですよね。

庶務課長　　そうです。ここは庶務課で案文のたたき台をつくらせていただいたのですけれども、各所管課に見てもらっていますので、指導室長、そういう理解でよいですか。

指導室長　　だったと思います。

教育長　　「教育支援センターの平成２７年度開設に向けて」とかと、そういうふうにしてしまった方がいいのではないですか。

庶務課長　　その方が分かりやすいということであれば、そうした表記にさせていただきたいと思います。「平成２７年度開設に向けて」ですね。

教育長　　それから、全体のところで、こういう形で報告書が出されるということになるんですけれども、「平成２３年度の事業を点検・評価しました」という文章がどこにも入っていないので、それをどこかに入れておいていただきたい。

庶務課長　　はい。これは二次評価のところですので、報告書の中にというご意見ですね。

教育長　　そうです。全体がそうだという意味で。評価の期間は。
庶務課長　　報告書の中ですか。

教育長　　そこもきっちり明記しておくべきかと思います。

本山委員　　それに関連してなんですけれども、所管課長の一次評価の部分で、平成２３年に限っていない評価なのではないかなと思われるところがあったんですけれども、でも、一次評価はもう終わっていますよね、検討が。だから、このままですよね。

庶務課長　　一次評価については一応ご意見をいただいた結果をまとめさせていただいているということです。
本山委員　　何か、平成２４年度に言及されているのがあったという気がいたしました。

委員長　　重点５の家庭の経済・社会・文化的要因についてご意見を聞かせていただけますか。

今井委員　　この案でいいと思うのですけれども、低下というと、時系列的に低くなっているというのと、低いのが広がっているというのと、誤解を生まなければその改善案で全然いいと思うのですが、どうしましょう。

本山委員　　これは、「学力との相関をなくす」のままでもいいような気もいたしますけれども。

今井委員　　あるいは、「家庭の経済・社会・文化水準が低いことを要因とする低学力をなくすること」。

庶務課長　　「低学力」ですか。動きが出てくるので、「低下」ではなくて、「低学力」という事象を表記するということでしょうか。

今井委員　　低いことを要因とする。

庶務課長　　「低学力」でよろしいですか。

今井委員　　「低学力」というのは、すごくきつい表現ですよね。

庶務課長　　学力不足とかということでいいですか。「学力不足」という言葉は使えるのでしょうか。

今井委員　　一般には使えますよね。先生は使わないかもしれないけれども。

庶務課長　　学力との相関関係をなくすという場合に、一方で、社会的要因等々によって低い学力が生み出されやすいというものの反対で、例えば、極端に言うと、環境が整っている、お金があって、いい環境の整っている子は高い学力を示すということもあって、それは公教育が求めるものではないですけれども、全く否定するものではないと思われるので、相関関係をなくすというと全体的なことになってしまうのかなというような考えもあるかなというふうに思っています。

　今、「学力不足」という言葉を使わせていただきましたけれども、そちらをなくしていくというのが主眼になっているご意見という理解でよろしいでしょうか。

今井委員　　お願いします。

谷田委員　　まず、私が書いたものを入れさせてもらったんですけれども、重点２のところですが、要は、フィードバック学習は、出たデータをいかにかみ砕いて、それを指導するかという、その部分、要は今井先生にかなり負担をかけて成り立っている現状があると思うので、ここをこのままずっといくというのは、本来は問題だと私は思っています。

　そんなことは指摘として書かせていただいたんですけれども、多分、出てこないなと思いながら。でも、それは考えておかないと、本当は、私はよくないなというふうに思って。

今井委員　　ただ、これを外注していくにしろ、ある程度、キャッチボールの中で固まってきていた方が全然安くなる。

谷田委員　　そうですよね。おっしゃるとおりです。

今井委員　　ゆくゆくはということで。

谷田委員　　そうですね。それが１つ。それから、細かいことですけれども、重点３の、さっき教育長のお話があったと思うのですけれども、図書館ボランティアに頼らざるを得ないという、その「頼らざるを得ない」という表現が嫌なんですよね。

　そうではなくて、保護者を巻き込んだ発想にというふうに掲げているわけですから、何か、そうではなくて、もっと積極的にやってもらおうという。

　保護者にもそういう視点をもっと持ってもらって、保護者にも成長してもらおうという思いもあるわけですから、ここは何か、この表現はもう少しプラスの表現に変えてもらうといいのかなと。

　それから重点４の表題のところですけれども、「保幼小中連携」というかなり限定されたものが意識改革につながっているという表現でいいのかなと思ったりして。例えば、逆に、それだったら、もう「授業改善」みたいな言葉の方が、様々なものがもっと統括的にくるかなという感じがして。

　何か、ここは限定し過ぎてしまっているかなと思っていて、意見としては、では、どうしたらというのは、思いつくのは「授業改善」とかですけれども、これは考えた方がいいのではないかと思うのです。

　それから、重点７の２行目のところです。要は、審議会が遅れてしまったから対応が遅れてしまったみたいな、審議会が遅れたから遅れたみたいに受け取られかねないような文章になっていて、これも、私としてはよくないかなというふうな感じがして。

　遅れたという程度の、最初１年遅れたというぐらいの表現で、そのために「対応が遅れてしまったのは事実である」とここまで言い切ってしまうのはどうなんですかね。ここら辺も我々に責任があるんだというふうな意味の。

今井委員　　審議会の立ち上げが遅れたという。一番反省できるのは、それはそうでしょうけれども。

庶務課長　　ここは、審議会の立ち上げが遅れ、適切な運営調整ができたとは言い難かったという意味と理解しています。
教育長　　ただ、当初２年の予定が３年かかったりしたので。

谷田委員　　そうなんですよね。おっしゃるとおり、それはそうなんですよね。

今井委員　　そうか、そうか。

谷田委員　　以上、気になったところをちょっと。

庶務課長　　ありがとうございます。

教育長　　私も、谷田委員のおっしゃっている意見に賛成なんですけれども、教員の指導力向上が「一部遅延等」になっていてすごく残念なところなんですけれども、授業改善を板橋はこれから進めていかなければいけない、やっぱり中心になっていくと思うのです。

　その辺のところに全部、全てが結びついてくる、保幼小中連携もそうだし、色んな大学との連携による教員の育成もそうですし、それから教育支援センターもそうですし、そういうことを全部そこの授業改善に集約していくという、そのあたりのところで、もうちょっと出てこないかなという気がするんですけれども。

本山委員　　それと、「一部遅延」なのはこの教育支援センターが遅延しているだけだというふうに私は書いたんですけれども、それを入れた方がいいのではないですか。「一部遅延」といってこういう書き方だと、実際に遅れているのは教育支援センターだけなので。その設置が遅れているだけなので。

庶務課長　　ここは二次評価ですので、教育委員さんの標語は、別の標語が適当であろうということであれば、当然、直させていただくところでございます。

本山委員　　「一部遅延」は、「一部遅延」でしようがないんですけれども、一部遅延の対象となっているのは教育支援センターの設置が遅れているだけだということが分かるような書き方。

庶務課長　　表現をかえるということですね。

本山委員　　ええ。

庶務課長　　標語としては、全体としては「一部遅延」。

本山委員　　「一部遅延」でしようがないんですけれども。文章の中に、ただ、遅れているのは教育支援センターだけですよという。

教育長　　それなら、ここは教員の指導力の向上なので、それが一部遅延しているという印象を持たれてしまいますので。少なくとも教員の指導力向上は本当に大変で、一歩一歩ですけれども着実に進んでいることは事実だと思うので、その辺を少し評価していただいた方がいいかなという思いはします。

本山委員　　いっそのこと、標語としては「順調」にして、教育支援センターは遅れているという書き方の方がいいかもしれないですね。指導力は向上しているなと思って。

庶務課長　　教育支援センターの開設が当初の計画より遅れているということをきちんと表現していくということで。

本山委員　　そうですね。

庶務課長　　はい、ありがとうございます。

今井委員　　そうですね。予算進捗ベースで一次評価が「（一部）遅延」であっても、外部評価をいただいて、委員の二次評価として、そもそも総じて順調だよねというのはありですね、確かに。

谷田委員　　予算との兼ね合いが気になると言えば気になりますよね。「順調」だと「何だ」みたいなことになるということではないんですよね。だから、この表題とかも、すごく大事になるというか。

本山委員　　教育支援センターは平成２７年度に設置が決まったんだから、指導力向上は「順調」としても差し支えないかもしれないですね。設置が決まる前だったら考慮した方が良いかもしれませんが。
谷田委員　　この表現の「順調」というのが、やらなくてはいけないことはたくさんあると思うのですけれども「順調」、そういう感じですかね。

教育長　　外部評価は「拡充」になっているんですよね。委員さんの評価は「拡充」というのはなかったですか。

本山委員　　それは選べないんです。あと、谷田委員もおっしゃいましたけれども、読書活動の充実のところで「図書館ボランティアに頼らざるを得ない」というのは、期待したいのは本当に期待したいんですけれども、「頼らざるを得ない」という表現は不適切だと私も思いました。

委員長　　ほかにございますでしょうか。

庶務課長　　整理したものを見ていただくという形ですので、申しわけないんですけれども、また、メール等々でお願いすることもあるかと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

　すみません、ご連絡させていただきますのでよろしくお願いいたします。

委員長　　では、今、出ました修正事項の方をよろしくお願いいたします。

○その他

１．「読書についてのアンケート」まとめについて

（資料）（教育長）

委員長　　では、次に「読書についてのアンケート」まとめについて、教育長よりお願いします。

教育長　　資料をお配りしています。簡単にお話しします。

　以前の教育委員会の時に、東京都の教育委員会が児童・生徒の読書状況調査という、１カ月間の未読者率の調査をしました。

　小学校は平成２１年、平成２３年に比べて非常によくなって、子供の読書率が上がってきているんですけれども、中学生に関しては未読者率が都の平均より２度高くて、しかも平成２１年、平成２３年でさらに本を読まない生徒が増えてしまったというショッキングな調査結果が出ていたのを報告しました。

　その後、中学校の校長会が、これは納得できない、本当にそうかということで、再度、全校調査をしてくれたんです。

　ここに書いてあるように、平成２４年７月の１カ月間の調査をした結果がここに出ているもので、東京都の調査は、昨年の１０月から１１月で、数も中学校の場合は２校、６クラス、２３６人というだけの調査だったんですけれども、今回は、全校で１，８３２人、８４．２％の子供の調査した結果ですということで持ってきましたので、この努力を認めてあげたいというふうに思っています。

　平成２４年度のところで、東京都の平均はもちろん分かりませんけれども、板橋区平均の中学生未読者率は１５．８％でしたという結果が出てきました。こちらの方が正確な数字ですということで、学校側も、読書活動をかなり重視していまして、こんな東京都の結果はおかしいということで始めましたので、後でゆっくりお読みいただきたいと思います。

　以上です。

委員長　　では、この結果につきましては、ゆっくり吟味していただくということでよろしいでしょうか。

　それでは、次に、教育委員会次第にはありませんが、追加報告事項はありませんか。

生涯学習課長　　生涯学習課から３点、簡単にお話をさせていただきます。

　まず、子ども防災デイキャンプという記事が机上に配付されております。

　これにつきまして、８月２５日土曜日、午前１０時から午後１時３０分に中台中学校において、主催が青少年健全育成中台地区委員会で行われたものでございます。

　目的は、中学生を取り込んだ青少年健全育成の事業として、小学生とその保護者を対象にキャンプ活動を通じて防災意識の交流を図り、地域に貢献する人材を育成するという目的でございます。

　協力は、防災対策担当課と志村消防署に協力をしていただいております。

　内容は、炊き出し訓練とか、あるいは段ボールを使った避難所体験、防災ビンゴ、起震車、煙体験ハウス等を行っております。

　暑さ対策の一部として、青健の委員、また、中学生のボランティアによるかき氷を最後に配付しております。

　中台中学校の生徒会及びブラスバンドの部員などが事業運営のボランティアとして２６名参加しておりまして、中学生ボランティアにつきましては、区の復興支援Ｔシャツを着用しておりました。

　当日は、大変暑い中、教育長にも参加していただきまして、その日の午後３時のＮＨＫのニュースで全国放映をされたものでございます。

　続きまして、板橋区青少年表彰についてちょっとお話をさせていただきます。

　平成２２年度より青少年表彰をやっております。この制度は、他に模範となるよい行いをした青少年を表彰することにより、青少年の親切な行いや奉仕活動等に対する機運を醸成するというふうなことでございます。本日、ピンク色の資料をおつけしております。

　この事業は、今後、募集期間が９月３日から１０月３１日に推薦等をしていただくということで、明日の校長会でもお話をさせていただいたり、また、地域の方たちにも説明してご協力を求めているものでございます。

　今年度は表彰式が２月２日土曜日の午後２時から、文化会館の小ホールで予定しておりまして、昨年は委員長と本山委員、教育長に出席をいただきましたが、今年も１２月頃またご依頼をさせていただきますので、ぜひ、ご出席の方、お願いしたいというふうに思っております。よろしくお願いいたします。

　３点目は、短期山村留学の参加者募集についてというものでございます。

　この事業につきましては、区と防災協定を結んでいます山形県最上町の小学生と自然農業体験を通じて交流を深める事業でございます。

　あちらの教育委員会の方から、これは定員が５組ではございますが、区の方で宣伝をしていただいて５組の参加を求めるということで、これは８月２５日の広報に募集を開始しておりまして、明日また校長会を通して確保していきたいなというふうに思っておりますので、こういう事業もあるということをご承知おきいただければというふうに思います。

　報告は以上でございます。

委員長　　ありがとうございます。ということで、よろしいでしょうか。

　ほかにございますか。

指導室長　　指導室からは２点ございます。

　資料をお配りしておりますが、「指－４」と右肩に書いた「夏季休業中学校訪問の結果について」というのがあると思うのですが、この「指－４」というのは教育委員会の「指―４」とは違いまして、実は、明日の校長会の資料をそのままということで、校長会の資料番号です。

　夏休みに入りまして、指導主事が区内の幼稚園と小学校、中学校全校を２週間程度で回らせていただきまして、校長先生から副校長先生、あるいは主幹教諭の先生方から１学期の様子、子供の様子であるとか、教員の様子、保護者の方々、地域の方々の様子の聞き取りを全校で行っております。それのご報告です。明日の校長会で報告します。

　まず、いじめの状況について、具体的な聞き取りを行っております。先ほども報告させていただきましたけれども、緊急調査の対応中に指導主事が訪問した形なので、そのときのアンケートの状況であるとか、どういったいじめの様相があるのかということを１件、１件聞かせていただきました。

　いずれのいじめの状況も教員が認知することはなかなか難しいのですけれども、子供から訴えがあった時の教員の最初の対応の問題で少しこじれたケースもあったということで、これは明日、学校長の方には指導していきたいと思っています。

　それから、黒ポチの５番、メールによる誹謗中傷というのは、これは中学校で、要するに悪口をメールで書き合っているというような状況が幾つかあるという話だったので、これについては、急遽、何か対応をということで考えておりまして、今のところ、これは方向性ですが、ネットのパトロールを少し実験的にやってみようかというふうに今のところ考えております。

　ただ、今年度の予算が全然取れないので、どこからか捻出することになりますが、１０月ぐらいに１カ月ぐらいネット監視を業者の方に頼もうかというふうにして、今、動き出しをしたところであります。

　実際に架空の「学校裏サイト」みたいなのを書かれたというようなケースがこの間の中央学校長会と教育委員の先生方との懇談会のときもその部会の中で出てきたということもありましたので、校長会と協力しまして、小学校と中学校合わせてネット監視を実験的にやっていこうかというふうに考えております。

　それから、生徒会によるいじめのキャンペーンですけれども、審議会でもやっていることを各学校が実践してくれているということでございます。

　２番目の不登校児童・生徒の状況ですが、これもこの会でご報告しましたけれども、平成２３年度はかなり数が増えてしまったということで、各学校は１学期、今まで以上に力を入れて取り組んでいただいております。

　昨年度の１学期末の状況から比べて、１５名程度は少ない数字でございますけれども、不登校の数は昨年度より若干減り傾向にあります。

　ただ、昨年度の不登校の子たちは中学校３年生の数がかなり多かったので、その子たちの卒業によるものなのかもしれないということもありますので、引き続き、これは学校で重点的にやるようにということで指導したいと思っています。

　それから、３番目に保護者の方々から色々学校の方にご相談とかがありますかということを指導主事から聞かせていただきまして、先ほどもありました問題行動等への最初の対応が少し遅いですというご指摘をいただいていることと、それから、先生方の言葉づかいが悪いとか、指導が十分でないとかということについてのご意見もちょうだいしているということであります。

　それから４番目の先生方の状況ですが、若い先生が多いということもあってか、若干、指導力が十分でない先生が何名かおられて、なかなか学級が落ち着かない状況もある学校もあるということであります。

　また、その３つめは、教員同士の関係がうまくつくれない。つまり、仲間として悪い仲間ではないんだと思うのですが、職員室の仲が悪いということでもないんですが、自分からアプローチができない先生もいるという、コミュニケーションの本人の問題もあるということで、学校も苦慮しているということであります。

　それから、５番目のプールの管理日誌ということで、夏休みにプールも行うので、その管理をしっかりしてくださいということで聞き取りをしましたが、日誌の書きようが十分でないところも若干あることがありましたので、それについては指摘させていただいて、明日、また校長の方には言っていこうかなというふうには思っています。これが１点目のことです。

　２つ目は、もう１つ、今度は資料「指―６」という横版の表になっているものでありますが、学びのエリアの保幼小中、先ほど話が出ましたけれども、実施の状況をエリアごとにまとめたデータでございますので、字が細かくて恐縮ですが、ご覧いただきたいというふうに思っています。

　学びのエリアで保幼小中が協働して、同じ路線で子供たちを育てていくというのが大分浸透してきたのかなというふうに考えております。

　各エリアで色々な工夫をしていただいていまして、例えばエリア内の学校に研究奨励校があれば、その研究奨励校の課題に沿って、同じエリアでどうやって子供を育てていったらいいかという取り組みをしているところも出てまいっております。

　また、３．１１があった後のこういった対応についても、同じエリア内の子供たちをどうするかということについて話題にのぼって検討したというようなエリアもございます。

　これにつきましては、教育委員の先生方には色々な学校を見に行っていただきまして、本当にありがたかったというふうに思っています。

　２学期、およそ１０月を中心に、今度は小学校が授業公開をするという順番になっておりますけれども、そこの中でエリアごとの子供たちを育てる共通理解を小・中学校、幼稚園とともに図っていきたいということでありました。

　これについて言えば、幾つかのエリアで、同じ区内で先生方が異動してきて、ほかのエリアではこういういいことをやっていますという情報を、ほかのエリアにまた生かしていくということが今年は大分できるようになったという声もありまして、区内でこういったエリアごとに示していったということが、そういった意味でも交流を深めながら効果が現れてきているのかなという状況であります。

　長くなりましたが、２点でございます。

委員長　　この件については、よろしいでしょうか。ほかに報告、どうぞ。

中央図書館長　　中央図書館より、絵本館事業について２点ほどご報告させていただきます。

　まず８月１８日から２６日まで、アートギャラリーで開催しておりましたボローニャブック展につきまして、無事終了いたしました。

　入館者数の速報値としまして、大人１，８１３人、子供８０４人、合計２，６１７人という形になっております。

　昨年度と比較しまして、途中で休館日がございましたので今回は８日間ということで昨年より１日短かったのですけれども、それでも、昨年度と比べまして１４９人、来場された方が多かったです。

　以上、１点目です。

　次に、２点目ですが、こちらの方もまだ資料の方はないんですけれども、第１９回いたばし国際絵本翻訳大賞についてのスケジュールのことです。

　先日行いましたボローニャブックフェアで第１８回の受賞者の表彰をしたところですが、今度は第１９回についてのスケジュールが決まりましたので、ご報告いたします。

　まず、今週の土曜日、９月１日より広報、ホームページによりこの第１９回について周知する予定でございます。

　１０月３１日に参加の申し込み締め切りをいたしまして、１１月３０日に作品の応募締め切りという形になっております。

　翌年、平成２５年２月下旬に入賞者の発表を行う予定になっております。

　そして、来年８月のブックフェアにて表彰を行うという形になっております。

　翻訳の課題絵本につきましては事務局の方で決定を行ったところですが、こちらの内容につきましては、９月１日から情報を公開するという形になりますので、次回の教育委員会の方で資料を含めましてご報告させていただきたいと思います。

　以上です。

委員長　　ありがとうございます。ほかにございますか。

　それでは、以上をもちまして、本日の教育委員会を終了いたします。

　

午後　　５時　５０分　閉会
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